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研究ノート
2部門モデルにおける資源配分：詳説(Il)
? ?
達 雄
2期間ー2家計ー2企業ー2財ー2要素モデルの定常均衡として，周知の2財-2要素
モデルにおける静学的競争均衡を解釈する一つの方法が，前稿[4]で提示された。そこで
は筋書きの進行を速めるために，家計の効用関数が準線形であると仮定し，また企業の生
産関数が1次同次であると仮定された。前者は単に説明を単純化するための仮定であり，
それをもっと一般的な次の形に変えても同様の趣旨で議論できたであろうことは言うまで
もない。そこで，家計の効用関数は各財の消費量と余暇に依存して決まりそれは労働期の
効用水準約と退職期の効用水準約に関して加法的に分離可能であると仮定する。
効用関数I: 約＝ひ(Cu,C12)+Ua(H) 労働期の効用関数
約＝ぴ(C21,C22) 退職期の効用関数
U=約十,fr(約） 生涯効用関数
どの期にも労働世代と退職世代が共存し，前稿で説明された家計の行動様式から，同じ期
間において上の労働期の効用関数が労働世代の効用関数となり，退職期の効用関数が退職
世代の効用関数となる。
生産関数が1次同次であるとした第2の仮定の意味は，単に議論を簡単にするためでは
なく，完全競争のもとで産業への新規参入と産業からの退出が自由であることの論理的帰
結としてどの企業の長期利潤もゼロとなることを表現することにある。しかしこの点につ
いても産業内の企業数が調整される程に長くはない長期， .Katzner[2]が pseU:dolong 
runと呼んでいる期間， を設定してやはり前稿と同様の趣旨で議論できたことも確かで
ある。そこで，以下では各財の生産に専門化している企業1と企業2の生産関数
X1=F1(L1, K1) 
X2=F2(L2, K2) 
は労働と資本に関して限界生産物逓減を示すと共に，規模に関して収穫逓減の性質をもっ
ていると仮定しよう。
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1 資源配分の問題
2企業間の労働と資本の配分 (Li,L2, Ki, K2)のことを生産要素配分（または単に要
素配分）と呼ぶことにする。また2財の生産量の組 (X1,X2)を生産物配分と呼び， 2家
計間の消費量の配分 (Cu,C21, C12, C22)を消費配分と呼ぶ。利用可能な資本総量は所与
の衣であり今はその企業間配分についてのみ関心がある。また本来のモデルでは企業部
門が使用する総労働量は可変的であるが，この点については後に考慮することとし，総労
働量と余暇がそれぞれ L,万で外生的に一定 (L=l-万）という慣例的な想定で議論を
しばらく続けよう。このとき実行可能配分が次のように定義される。
実行可能配分（総労働量が一定の場合）：もしすべて正のある配分 (Cu,C21, C12, 
C2, Xi, X2, Li, L2, Ki, K2)が
L汁L2=L,K: 汁氏＝冗
X1=F1(L1, K,), ふ=F叫， K2)
C11+C21+K=X1, C叶 C22=X2
を満たすならば，それは実行可能配分といわれる。
いま資源の制約を満たす一つの生産要素配分を選んだとしてみよう。するとそれらによっ
て生産される生産物配分が生産関数を通して一つ決まる。次に，それらの生産物を2家計
にちょうど配分し尽くすようなある一組の消費配分を選んでみよう。こうして構成された
消費配分， 生産物配分， 生産要素配分の全体は一つの実行可能配分となっている。最後
に， 余暇が所与なのでこの実行可能な消費配分に対応した一つの効用配分（約，妬）が効
用関数を通して定まってくる。これらの関係は次に図式化されている。
(Li, L2, Ki, K2) ある要素配分 —どんな方法で
↓（生産関数） ' 何をどれだけ
• (ふ，ふ） 対応した生産物配分一生産するのか？
↓ 
(Cu, C21, C12, C22) ある消費配分 ー一それを誰に
↓（効用関数） Iどれだけ
（約，約） 対応した効用配分—配分するのか？
実行可能な生産物配分は，何を (What?) どのくらい (How much?)生産するのかと
いう問題への解答を与える。実行可能な要素配分は，それらをどんな方法で (How?)生
産するのかという問題に対する解答となる。実行可能な消費配分およびそれに対応する効
用配分は，それらを誰のために (Forwh~m?) 生産するのかという問への解答となる。
このように任意の実行可能配分が経済の基本問題に対する一つの解答となることは確かだ
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が，それは単に実行可能というだけで，何等かの基準によって判断された望ましさを具備
した「良い」解答でもあるかどうかはまったく別問題である。
それぞれの実行可能配分がもたらす効用配分のあり方に注目して，無数に存在する実行
可能配分を望ましいものと望ましくないものとに類別する一つの方法が，次のようなバレ
ート効率性の考え方である。
パレート効率的配分：ある実行可能配分 (Cu0,C21°, C12°, C2°, X1°, X: 社， Li゜， L2°,
K1°, .K: 社）が，もし
ぴ(Ci1,Ci2)+U3(B)~ ひ(Cu0,C12°)+U3(互）
び(C21,½2溢び(C21°, C22°) 
を成立たせて少なくとも一方を不等号とするような他の実行可能配分≪ぶ， Ci2べふ，
で~2.x;, Xi. Li. L2, Ki. 瓦）をもたなければ，それはパレート効率的配分である。
このようにバレート効率的配分は，そこで達成されている効用配分よりもベクトルとして
大きな効用配分をもはや実現し得ないような配分のことをいう。
非常に重要なことなのであらかじめ強調しておきたいことは，パレート効率的配分を達
成しようとする場合，先の図式の右側で便宜的に段階づけした二つの問題
(a) どんな方法で何をどのくらい生産するのか？
(b) 生産されたものを誰にどのくらい分配するのか？
は，一般的には分離不可能で相互依存的とならざるを得ないことである。つまり，パレー
ト効率的配分は無数に存在し，経済が実際に直面する「どんな方法で何をどのくらい誰の
ために生産するのか」というひとまとまりの問題に対してパレート効率性基準が一義的な
解答を出すことがないのはもちろん，問題(a)だけを取り出してもやはりそうなのである。
2 パレート効率的配分
生産効率的な要素配分・
生産要素配分の変更によってある財の生産量を減少させずに他の財の生産量を増加しう
るなら，その増加分を2家計に適当に分配することによって，一方あるいは両方の家計の
効用を高めることができる。それゆえ，一方の財の生産量を増すためには他方の財の生産
量を減らさざるを得ないような状態で，限られた生産資源を無駄なく企業間に配分してい
ることがパレート効率性にとって前提となる。資源量と生産技術の制約のもとで一方の企
業の生産量を一定に留めたとき，他企業の生産量をできるだけ大きくしているような要素
配分を生産効率的な要素配分という。バレート効率的配分における生産要素配分は，その
77 
528 闘西大學「継清論集」第40巻第3号 (1990年9月）
意味での生産効率的な要素配分でなければならない。生産効率的な要素配分が満たさなけ
ればならない限界条件は，企業2の生産量をある水準 :x;(o<X2<F2(.I;K.))に留めたと
きに，企業1の生産量をできるだけ大きくするような要素配分を求める次の L1,氏に関
する最大化問題から得ることができる。
Max炉(L1,K1) 
s. t. F2(L2, K2)=:x; 
LサL2=L,Kサふ=K
X2, L, Kは所与
実際にはこれを
Max炉(L1,Ki) 
s. t. F2(L-L1, 冗-K,)=x; (1) 
と簡単化して， そのラグランジュ関数 F1(Li,K1)+A {F2(L-Li, K-氏）＿ぶ｝の選択
変数 Li,L2に関する微分を0と置く。ラグランジュ乗数iを消去すれば，この問題の解
となる効率的な要素配分 (L1°,L2°, K1°, K: 社）が満たさなくてはならない限界代替率条件
aF1(L1°, K1°)/8L1 aF2.(L2°, K社）/8L2 
8F1(L1°, K1°)/8K1 = 8F2(L社， K2°)/8K2 (2) 
が得られる。この式に現れた左辺の分子は，企業1に関する労働の限界生産物 (marginal
product of labor)であるからこれを MP1L と書く。他の限界生産物も同様に表示して
上の条件を書き直すと次のようになる。
MP1L MP2L 
芦=MP2K (3) 
要素平面における通常の等量線図を頭に描いてみよう。企業2に図の等量線又を通る
要素配分を与えるという制約下で，企業1の生産量を最大にするような要素配分は，等量
線 x;と企業1の等量線の接点となる。先の条件はそこでの限界生産物比である各企業の
技術的限界代替率 (marginalrate of technical substitution)が等しくなることを述
べている。企業I(f=l,2)の (L1,K1)における技術的限界代替率を MRTStと書く
ことにする。すると上の結果は次のように述べられる。
生産効率的な要素配分 (Li0,Li0, Ki0, K2°)では
MRTS1=MRTS2 
が成立している。すなわち，そこでは各企業の技術的限界代替率が互に等しくなって
いる。
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生産可能性曲線と限界変形率
2財の生産に関する技術的限界代替率の相等という効率的な要素配分の性質が上で導出
されたが，そのときの最大化問題をみれば，効率的な要素配分の具体的な値は，所与とさ
れる企業2の生産量ぷ，総労働量 L,総資本量尺に依存して決まることがわかる。実
行可能配分では企業2の生産量だけが可変的なので，財2の生産量が所与とされるときに
• 決まる効率的な要素配分 (Li°,L2°, K1°, K2°)を，問題で所与とされた財2の生産量と関
連付けて (L1°(ふ）， L2°(ふ）， Ki°(X2),K2°(ふ））のように記してみよう。ちなみに先の
要素配分は，特定のぷに対応した (L1°(ぷ）， L2°(ぷ）， K1°CX2),K. 社exり）のことであ
る。また同じ問題から等量線の接点が表す財1の生産量，つまり最大化された財1の生産
量も所与とされたふに応じて
F1 [L1°(X2), K1°(X2)]=F1 [L-L社（ふ），衣—K2°(ふ）］
と定まる。この関係を
¢(X2) : =Fl [L10(ふ）， K1°(X2)] (4) 
と定義しよう。ふの各水準に対して最大限生産可能なふを対応づける生産可能性曲線
の式は，これを用いて兄=¢(ふ）となる。そのグラフすなわち生産物配分(¢(ふ），ふ）
を財平面にプロットしたものが生産可能性曲線である。生産可能性曲線上に位置する生産
物配分 (Xi,ふ）=(¢(ふ），ふ）を効率的な生産物配分と呼ぼう。すると始めに述べたよ
うにパレート効率的な要素配分は生産効率的な要素配分でなければならず，またパレート
効率的な生産物配分は効率的な生産物配分でなければならない。
(4)をふで微分して
¢'(ふ）＝
研 [(L1°(X2),K1°(ふ）J aい（ふ）
8L1 8X2 
＋ 
aF1 [CL1°CX2), K1°CX2)J aK1°CX2) 
訊 8X2 (5) 
次に恒等式
ふ＝凡[L2°(X2),K2°(X2)] =炉[L-L,0(X譴—K,0(ふ）］
をふで微分した
aF2 [い（ふ）， K2°CX2)J aL,°CX2) 1=- aL2 ax2 
6F2[L砂（ふ）， K2°(X2)] aK,0(ふ）
aK2 ax2 
から得られる aL,°Cふ）/6X2を(5)に代入して(3)を使うと
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がー (X2)=aF1[L1°CX2), K1°CX2)J/aL1 aF2[L社（ふ）， K社（ふ）J/aL2 
となる。もし aK1°CX2)/aふの方を消去するように代入すれば
がー（ふ）＝
aF1[L1°Cふ）， K1°CX2)J/aK1
aF町L2°(ふ）， K2°(ふ）J/aK2 
が求められる。ーが（ふ）は生産可能性曲線の接線の傾き（上式からが（ふ）<oがわか
る）の絶対値でそれは限界変形率 (marginalrate of transformation) と呼ばれてい
る。 (X1,ふ）=(¢(ふ）， Xりにおける限界変形率ーが（ふ）を MRT21と表すことにす
る。上の結果から
MRT21= 
M恥 MP1K
~=MP2K 
となるが，この第2項と第3項の比率は，それぞれ労働と資本を一方の財の生産から引き
上げて他方の財の生産に転換したときに得られる生産物比率を表している。それらは効率
的な生産物配分における限界変形率を，背後にある生産効率的な生産要素配分の限界的変
化によって間接的に表現したものである。
パレート効率的配分の条件（総労働量が一定の場合）
次に調べようとするのは，生産可能性曲線上のどんな生産物配分を選び，またそれをど
のように家計の消費配分とすれば，パレート効率的な生産物配分および消費配分となるか
である。そこで生産可能性曲線上の効率的な生産物配分 (Xi,ふ） =(¢(ふ）， X~) だけに
限定し， 家計1の効用を一定水準に留めるような消費の組 (C1,C12)を家計1に与える
という制約下で，家計 2 の効用を最大化するような消費配分•生産物配分 (C11, C21, C12, 
C2, X1ふ）を求める次の問題を考える。
Maxぴ(C21,C22) 
s. t. U1(C11, C12) =tt1 
C11+C21立＝ふ， C12+C22=X2
ふ=¢(ふ）
この問題は，制約条件を使って C21,C2, ふを消去すれば (C11,C12, ふ）の選択問題
Maxび（饂）ーC1遠，ふーC12)
s. t. u1cc11, C12)=u1 
となる。ラグランジュ関数ぴ(¢(ふ）ーC1―瓦ふーC12)+l[び(C11,C心—a』を選択
変数のそれぞれで微分して0と置いたものからラグランジュ乗数入を消去しよう。する
とこの問題の解 (C11°,C12°, X: 社）およびそれらと制約条件から得られる X1D=¢(X:砂），
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G.i1o=x10―Cu0-K, C耐=X:砂ー C12° が
au1cc11°, C12°)1ac12 au2cc21°, C22°)/8C22 
au1cc11°, C12°);ac11 = aび(C21°,C22°)/8C21 
を満たすことがわかる。これは
MRS121 =MRS221 =MRT 21
がー(X2°)
の成立を意味する。つまりパレート効率的な消費配分•生産物配分は，消費に関する限界
代替率を家計間で等しくさせるような消費配分と，その一致した限界代替率と等しい限界
変形率をもつょうな生産物配分となっている。既に知られているように効率的な生産物配
分 (X,0,Xz°)には生産効率的なある要素配分 (L,o,L20, K,o, K20)が対応している。し
たがって後者が満たさなければならない条件 MRTS1=MRTS2の成立は，効率的な生産
物配分のもとで自動的に保証される。これまでの結果が次にまとめられている。
パレート効率的配分の条件（総労働量が一定の場合）：実行可能配分
(C1°, C21°, C12°, C2°, X,0, X2°, L1°, L2°, K,0, K2°)がパレート効率的配分ならばそ
れは以下の性質をもつ。
8び(Cu0,C12°)/8C12 aび(C2,0,C2z°)/8C22 
au1cc11°, C12°);ac11 = au2cc21°, C22°);ac21 
aF1(L,0, K,0)/aL, 8F1(L,0, K,0)/aK, 
-aF2(L20, K: 社）/8L2 = 8F2(L2°, K2°)/8K2 
パレート効率的配分の条件（総労働量が可変的な場合）
利用可能な時間資源と資本量 (1,K)もとで次のように余暇を含んだものが実行可能配
分の本来の定義である。
実行可能配分（総労働量が可変的な場合）：もしすべて正のある配分 (C1,¼h C12, 
¼2, H, Xi, ふ， Li,L2, Ki, K2)が
Lサら+H=l,氏＋氏=K
X1=F1(L1, K1), ふ=F叫， K2)
C11+C21+尺=Xi,C,2+C22=X2 
を満たすならば，それは実行可能配分といわれる。
これに対応してバレート効率的配分の定義は次のようになる。
(6) 
パレート効率的配分（総労働量が可変的な場合）：ある実行可能配分 (Cu0,C21°, C12°, 
C2°, lfO, X1゜， X2°,Li0, L2°, Ki0, K2°)が，もし
ひ(Cu,C12)+Ua(月溢び(C1°,Cば）＋砧(HO)
ぴ(C21,C22)~ び(C2i0,C22°) 
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を成立たせて少なくとも一方を不等号とするような他の実行可能配分 (Ci1,C12, C21, 
C22 H, Xi, ふ， Li,L2, Ki, K2)をもたなければ，それはバレート効率的配分である。
総労働量が可変的な場合，生産可能性曲線それ自体も選択されることになるから，実行可
能配分の中で，任意の家計の効用を一定に留めて他方の家計の効用を最大にするものを選
択する次の問題が考えられる。
(6)から
M心び(Cu,C12)+広(H)
s. t. び(C21,C22) = Uz 
(6)の諸条件
Cu=ふーC21-K=F1(L1,K1)-C21-K=F1(L1, 尺-K2)-C21-K
C12=X2-C22=戸(Lz,Kz)-C22 
H=l-L1-L2 
となりこれらを目的関数に代入する。求めるバレート効率的配分の限界条件が (Li,Lz, 
K2, C21, C22)を選択する次の問題から得られる。
M心び[F1(Li,K-Kz)-C21塁， F2(L2,K2)—叩+Ua(l-L1-L2)
s. t. び(C21,C22) = Uz 
ラグランジュ関数
・ ひ [F1(Li,K-Kzた C21-K,F2(Lz, K2)-C22]+砧(l-L1ーら）+.l [ぴ(C21,Cz2) 
-u』
の選択変数に関する偏微分を0と置く。その5本の式と制約条件から求まる解を (L1°,
L2°, 邸， C210,C220, 入0)としよう。実行可能配分の条件(6)に代入して得られるその他の値
を (K1°,X1°, ふ0,Cu0, C12°)としよう。設定した問題よりこれらはみを家計2に保証
するという条件に対応した一つのパレート効率的配分を構成する。上記の微分条件から
,lOを消去して次に整理されるような限界条件が求められる。
パレート効率的配分の条件（総労働量が可変的な場合）：実行可能配分
(Cu0, C21°, C12°, C22°, J,J.0, X1゜，ふo,.Lio, L20, Kio, K20)がパレート効率的配分なら
ばそれは以下の性質をもつ。
8U1(Cu0, C12°)/8C12 aび(C21°,C22°)/8C22 
8び(Cu0,C12°)/8Cu = aび(C21°,C22°)/8C21 
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8F2(Lz0, K2°)/8L2 = 8F2(Lz0, K2°)/8K2 
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Ua'(Hり＝ 8び(Cu0,C12°) 8F1(L1°, K1°) 8Cu 8L1 
第1の条件は以前と同じ
MRS121 =MRS221 =MRT21 
を意味している。第2の条件は，財1の生産に使用される労働量を限界的に変化させるこ
とによって余暇の消費量を限界的に変化させたときの効用変化が，生じた財1の生産量変
化によって財1の消費量が限界的に変化することによる効用変化と等しいことをいう。つ
まり第3財である余暇と財1の消費における家計1の限界代替率 MRS1a1が，生産におけ
る余暇と財1の限界代替率つまり労働の限界生産物に等しくなること
MRS1a1=MP1L 
の成立を述べている。新たに加えられた条件は第2の条件だけであり，それらは家計1の
選好が2財の消費量と余暇に依存する3次元曲面に図示されるようになったため，余暇と
2財の消費量に関する限界代替率と生産面をつなぐ条件として必要になる。
準線形効用関数の場合
実行可能配分の中から特定のものを選別する判断基準としてパレート効率基準を採用し
た場合，効率的な生産の問題(a)と分配の問題(b)が一般的には分離不可能であることを
これまで強調してきた。それにもかかわらず，理論の実用性という観点からすればあるい
は財政のような応用分野の立場から言えば，二つの問題があたかも分離できるかのように
見なすのが好都合となることも事実である。教科書での取り扱いならなおさらそうであ
る。ここでは，前記の2問題をあたかも分離できるかのように見なす便法をやめて，もっ
と積極的に， 2問題が実際に分離できてしまうような場合を前提していきたい。後に外部
性や公共財の議論で明らかにされるように，この場合には部分均衡分析と一般均衡状態の
関連が非常に見やすくなる。それらの議論では，財政活動をそれが果たす機能によって配
分部門と分配部門に便宜上分けて考えたマスグレイヴの方法が厳密に成立するモデルが活
用されるのである。
2家計の効用関数が加法的に分離可能で財1の消費については線形，他のものについて
は非線形という次のような準線形効用関数を仮定する。
効用関数I: 約=Cu+U12(C12)+砧(H) 労働期の効用関数
約=~サlf22(~2)
U=U1十,fr(u2)
退職期の効用関数
生涯効用関数
の場合を考えてみよう。想定された効用関数の形から，財1の消費に関する限界効用がい
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ずれの家計でも 1となることが明らかである。財2の消費からの効用を表す U12(C12),
び2(C22)は，共に限界効用逓減の性質をもつと仮定する。
パレート効率的配分の限界条件を求める先の問題は，今の場合(8)および家計2に一定水
準の効用を保証する条件
C21+U22(C22)=み
によって C21も消去できるから， (C22,Li, L2, 氏）を選択する制約なしの最大化問題
Max F1(Li. K-Kz)+応 (C22)一み＋応[F叫， K2)-C22]鳴 (l-L,-L2)
に帰する。いつものようにこの解 (C22°,L,0, L社， K2°)は選択変数に関する目的関数の微
分を0とした以下の諸条件を満たすものとして決定される。
U22'(C2z°)-[Jlz'[F2(L2°, K2°)-C耐J=.O
8F1(L1°, 尺:..K2°) ・
~• -Ua'(l-L,0-L2°)=0 
8F2(L2°, K2°) 
U1z'[F2(L2°, K2°)-C22°] -Ua'(l-L,0-L2°)=0 8L2 
8F1(L1°, 衣-K2°)・8F2(L2°, K2°) 
8K1 +U1z'[FZ(L20, K20)-C220] 8K2 =O 
まず上の諸条件が家計2に割り当てた効用水準 Uzに依存しないことに注意しよう。次
にいったん (C22°,L,0, L2°, K2°)が決定すれば，実行可能配分の条件(6)から生産された財
1の消費配分に関する条件ふ=Ci1+Cz1を除いた5本の式を使って，他の変数のうちの
5個 (C12,H, Ki. Xi. ふ）が
K1°: =衣:..K2°,均： =Fl(L10, K,o), X20: =F2(Lz°, K20), 
C炉： =X: ← C22°, 汗： =1-L,0-L2゜
のように決定されることに注意しよう。すなわちパレート効率的配分のうちの (C12°,C22°, 
が，ふo,X20, Lio, L20, Kio, K20)は，家計2に割り当てる効用水準のいかんによらず一義
的に決定されてしまうのであ和残っている財1の消費配分 (Cu,C21) は実行可能であ
るために
C11+C21=X1゜
を満たす正の配分でありさえすればどんなものでもよい。そのような任意の (Cu,C21)と
(C12°, C2z°, J{O, X,0, X2°, L1°, L鵡 o,K20) を組合せたものはどれもバレート効率的配
分である。
パレート効率的配分の条件（準線形効用関数の場合）：パレート効率的配分から財1
の消費配分を除いた (C12°,C2°, J{O, X1°, Xz°, L1°, Lz°, K1°, K2°)は一義的に決まり
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それは以下のような性質をもっている。
ljlz'(C12D) = lj2z'(C22D) 
aF1(L1°, K1°)/8L1 aF1(L1°, K1°)/8K1 
aF2CL2°, Kz°)/aL2 = aF2CL2°, K2°);aK2 
Us'(flD)= 
aF1CL10, K1D) 
8L1 
上記の2条件の経済学的意味がやはり MRS121 =MRS221 = MRT 21,MRS1a1 =MP1 L で
あるのは以前の場合と変わらない。 X1° が家計間でどう配分されるかによって2家計の効
用配分
約=Cn+叩(C12°)+Ua(が）
約=C21+U22(C22°)
は様々に変わるけれども， どれだけの総労働量を用いて (LD=l-lfbで）どんな方法で
（要素配分 (L1°,La°, K1°, Ka°)で）何をどれだけ生産するか（生産物配分(X1°,X: 社）を）
という問題に対して，パレート効率基準はこの場合ただ一つの解答を与えてくれる。効率
的な生産の問題(a)と分配の問題(b)が，仮定された準線形効用関数の場合，完全に切り離さ
れてしまうのである。
3 競争市場均衡のパレート効率性
企業は利潤の現在価値合計を最大にするように供給と要素需要を決定する。資本の耐用
期間が1期であることからそれは各期の利潤を最大化することとなり，定常均衡を扱って
いるから時期の区別が無用となる。本稿で仮定された生産関数の場合でもやはり費用関数
を媒介にして企業の利潤最大化行動を記述するのが有用である。企業2の費用最小化問題
は次のようになる。
M切 wL叶 rK2
s. t. ふ=F叫， K2)
ふ， w,rは所与
この問題の解つまり制約付要素需要 L2(X2,w, r), K2(X2, w, r)は，生産水準ふの等
量線上で技術的限界代替率と要素価格比を等しくさせるようなものとなる。
w 8F2 [L鵡， w,r), K2 (X2, w, r)]/8L2 -= r 8F2 [L2(X2, w, r), K2 (ふ， w,r)]/8K2 
制約付要素需要関数から費用関数が
C2(X2, w, r) : =wL鵡， w,r)+rK2(X2, w, r) 
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と定義され，これを使って利潤最大化問題を
Max P2X2-C2(ふ， w,r) 
のように書くことができる。この限界条件から
拓＝
ac2(X2,w,r) 
訟 ⇒ ふ(Pz,w, r) 
すなわち，供給量は価格＝長期限界費用となる所に定められる。所与の財価格と要素価格
に依存した供給関数が矢印の右側に書かれている。この供給量を最小費用で生産するよう
な要素需要は，制約付要素需要に上の供給量を代入して
ら(P2,w, r) : =L2[ふ(P2,w, r), w, r] 
K2(P2, w, r) : =K: 砂 (P2,w, r), w, r] 
となる。さらに最大化された利澗は
IlzCP2, w, r) : =P2ふ(Pz,w, r)-wLzCP2, w, r)-rK2CP2, w, r) 
となる。 こうして企業2が所与とみなす価格 (P2,w, r)のもとで利潤を最大にする財供
給量，労働需要，資本需要が確定すれば，そこでの限界費用を要素価格と限界生産物で表
すことができる (cf.[2], p. 133)。
ac認 (P2,w, r), w, r] 
6X2 
w 
6『[L2(P2,w, r), K2CP2, w, r)J/aL2 
r 
紡 2[ム（加， w,r(. K2(h W, r)]/aK; (7) 
企業1の計画も企業2と同様にして得られるが財1が価値尺度財とされるので
P,=1 
それゆえ先と同様の手順で導出される企業1の財供結量はふ(w,r), 労働需要はム(w,
r), 資本需要は K1(w,r)と書かれるようになる。限界費用条件，限界費用と利澗の表現
はそれぞれ次のようである。
1= 
的 (X1,w, r) 
訟 c:> X1(w, r) '(8) 
acicふ(w,r), w, r] - w 
ax1 ＝ aF1[L1(W, r), K1(W, r)]/8L1 
r 
8F1[L1(w, r), K1(w, r)]/8K1 (9) 
Il1(w, r): =ふ(w,r)-wLi(w, r)-rK1 (w, r) 
この節では効用関数Iに基づいて家計の行動を述べてみよう。家計1の2財の消費と余
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暇の選択問題は
M匹び(Cu,C12)+Ua(H) 
s. t. C11+P2C12+wH=w 
P2, wは所与
である。これより財需要 911(P2,w), C12<P2, w)と余暇需要 H(P2,w)が満たす限界条
件
8び[Cu(P2,w), C12(P2, w)J/8C12 
即 [Cu(P2,w), C12(P2, w)J/8Cu ;=か
Us'(H(P2, w)) 
8び[Cu(P2,切）， C12(P2,w)]/8Cu =w UOl 
を得る。家計は相対価格と限界代替率を等しくするように 2財の消費量と余暇を選択す
る。家計2の選択問題は
M心び(C21,C22) 
s. t. C21+P2C22=rK+I11(w, r)+II2(P2, w, r) 
P2, w, rは所与
であー る。これより
8ぴ[Cai(か， w,r), C22(P2, w, r)J/8C22 
8ぴ[~i(P2, w, r), -C22(P2, w, r)J/8C21 =P2 
以上で企業と家計の計画とその性質が明らかになった。価格体系 CP2,w, r)がどんな
水準になるかは，財市場と要素市場で需要と供給とが一致することを要求する市場均衡条
件から決ってくる。一般均衡価格P丸 w*,r*は，次の均衡条件を同時に満たすものであ
る。
C12(P2*, w*)+C22(P2*, w*, r*)=ふ(P2*,w*, r*) 
L1(w*, r*)+ら(P丼， w*,r*)=l-H(P丼，研）
K1(w*, r*)+氏(P丼， w*;r*)=K・ 
これらの3市場が均衡すればワルラス法則によって財1市場も必ず均衡して
Cu(P丼， w*)+C21(P丼， w*,r*)+K=X1(w*, r*) 
となる。一般均衡価格のもとで企業と家計の計画がもつ限界条件から， 2家計間で限界代
饗が等しくなり，それはまた(7)と(9)に示されている長期限界費用の比である限界変形率
とも等しいことがわかる。
MRS121 = MRS221 =柘*=MRT21
さらに(SJ,(9), tolから
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MRS1a,=w*=MP1t 
となっていることもわかる。これらは競争市場解 (C11*,C21*, -C12*, C22*, H*, X,*, ふ＊，
L,*, ム*,Ki*, 氏＊）がパレート効率的配分（可変的な労働供給の場合）であることを示
している。
4結び
従来の傾向では財政の諸問題を解説するのに租税であれ支出であれ静学的2財2要素モ
デルを用いることが多かった。しかし最近の傾向では租税，国債，社会保障の話題につい
ては，簡単な2期間のライフ・サイクル・モデルによって検討する場合が次第に多くなっ
ている。これら二つの基本的な分析枠組みを関係づけて両者を統一的に理解する手がかり
を与えることがここでの目標とされた。これを基礎とした具体的な財政問題の検討は今後
の仕事として逐次紹介していきたい。したがって上記の目標を一層完全に果たすために必
要なもう一つの課題，すなわち2財モデルから 1財モデルヘの移行の問題は実際に 1財の
重複世代モデルが利用されるようになったそのときまで先送りすることにした~-
いずれにせよこれまでの作業の中から，労働供給が可変的な場合のパレート効率的資源
配分というものが重要な位置を占めることが明らかにされた。また財政の機能を配分機能
と分配機能に分離するというマスグレイヴの簡便法が，準線形の効用関数の採用によって
厳密に果たされることもこれまでの議論から充分予知できるだろう。この点では一層一般
的な効用関数で同じ結果が得られることがわかっている ([1])のだが， 本稿および今後
の検討での一貫性のためには平易なケースでもよいと判断して準線形効用関数の場合をと
りあげてみた。体系的な財政理論を構成するための第一歩がこうしてほぼ完了したので，
．次稿ではこれを基に外部性と公共財の問題を整理してみることにする。
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